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1.地域包括ケアを念頭においた第 5期介護保険事業 (支援)計画について (参考資料 )

者資料 1

<参考 :各サ…ビスニーズ試算例>

○ 介護サービス (軽度認定者 )

●介護サービスのニーズ推計では、前提として認定者数の推計が必要となるが、ニーズ調査
の結果から、現状で生活機能が高いと考えられる認定者や機能が低下している一般高齢者・
二次予防対象者がわかるため、こうした高齢者の状態を確認し、今後の認定者数推計に反映で
きる。

●また、ニーズ調査の対象となる認定者は、在宅の認定者が主となるが、在宅の認定者の中
には介護の必要性が高い認定者がおり、特に一人暮らしや介護者が高齢の場合には、施設
入所が適当と考えられる高齢者もいる (施設・居住系サービス利用待機者と想定)。 そこ
で、こうした高齢者の生活状況を確認し、今後の施設入所者数等の推計に反映することが
できる。
●在宅の介護保険サービスのニーズについては、認定者の介護が必要になつた原因 (調査結
果)か ら原因 (タ イプ)別の認定者数の推計値が算出可能で、これにそれぞれのタイプ別の
各サービス利用率を乗じることによって、この調査結果からの各サービスニーズの一応の
推計値が算出可能となる。これと実際の事業実績によるサービス利用状況を比較し、計画期
間中の各サービスの必要量・供給量を決定する際の参考にすることができる。
●認知症対応型サービスについては、要介護の原因として「認知症」と回答した場合だけで
なく認知機能の障害程度区分の結果なども参考にすることができる。

①認定者数
OADLの高い認定者 (ADL得点100点 )

齢 ■漱1調齢森
…要支援 16_4% 131人

要介護 1・ 2 820/o 131人
※ニーズ調査結果は全国 (以 下同じ。

OADLが低い一般高齢者・二次予防対象者 (ADL得点60点 以下)

齢 |―″軸 果 議歳紺塾
一般・二次予防 11% 169人

<ワークシート>

(第 1号被保険者数 ) 人

臨
要介讃構義め夢諏舗 ,|1111■

臨:要支援 :要蕪 欝 崚 要介護31■
=:

1下訂
=16,000 800 1,600 1,600 4,000 20,000

・認定者利用サービス分類別内訳

1話 翼支援 要1介1護|●2 要介護3-5 :11綺蒙■

施設・居住系 150 750 900

居宅・未利用者 800 1,450 850 3,100
2 の保険者を想
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○ 介護予防事業 (地域支援事業 )

●介護予防事業 (地域支援事業)については、今回の調査によつて二次予防事業対象者選定のた

めの評価項目ごとに二次予防対象者の割合が算出可能で、これに認定を受けていない高齢者数

を乗 じることによつて、事業の対象者数が算出できる。

●各教室などへの参加率をこれまでの実績等を勘案して設定し、それぞれの対象者数にこの参加

率を乗 じることにより計画期間中のサービス見込み量とすることができる。

単 位 :%

虚蒻やが難艶 運動部 機能向4 i携壽義薫:蓋 FInl概饉●羹LL :対象量全体Ⅲ
113 242 1.3 216 37.0

①二次予防事業対象者出現率(ニーズ調査結果)

②二次予防事業対象者数推計 単位 :人

しい。

③各プログラムニーズ推計

参加希望率 20.0%(想 定)

○ 生活支援サービス

(1)権利擁護 (見守り)

●今回の調査結果から、高齢者の世帯構成割合がわかつているため (実績数値がある場合は実績

を使用)、 これに全体の高齢者数を乗 じることによつて世帯類型別の高齢者数の推計値が算出

可能で、この推計値にそれぞれの世帯類型別の認知症リスク者の割合 (二一ズ調査結果)を乗

じることにより、権利擁護や見守 りの対象者数が算出可能となる。

●これまでの事業実績などにより、それぞれの世帯類型別の利用率などを設定し、それぞれの事

業やサービス計画等に反映することが可能となる。

①世帯構成(二一ズ調査結果) 単位 :%

1率導ら1, 暉 1議■■馨 | |:“曇毒軽11籍
=轟

量10町 :

14.0 261 73 526

②世帯類型別高齢者数推計 単 位 :人

■1人1暮らし 醸尋准|■本事|をヽ警1椰 :書:オ響饉,
「
を鋼饂 :

2,798 5,225 1,461 10,516

③認知症リスク者割合(二一ズ調査結果) %

―A4群 姜華準

^蕎

姜| 墨1鏡撻
30 3.3 5.8 7.8

※記知症 リスク者 は、ニーズ調査結果で3レベル

④権利擁護(見守り)の対象となりうる高齢者数 単位 :人

があると評価された高齢者で算出。

運動器|の機1能直:| 栄養政|ぎ 苗麓1縫韮あ臓■ 虚薫(2颯11零

3,876 216 3,462 1,813

※この推 計は、保 全 体 で試 算 してい る が 、実 際 に は 圏 域 単 位 で 行 うこと

人

運勲器の1機能自1上 1栄1養蒔 | 藝 機1褻崚 1誨緯
775 43 692 363

軒

`轟

珠 諄 | 11捕勢饉軒 将手鼈議1111ヽ

83 173 85 820 1,161

-107-



(2)配食サービス

●今回の調査結果から、高齢者の世帯類型別に「自分で食事の用意」ができない高齢者の割合が

把握可能なため、世帯類型別の高齢者数にその割合を乗じることにより、配食サービスの対象
となる高齢者数が算出できる。

●これまでのサービスの利用実績などにより、それぞれの世帯類型別に配食サービスの利用率を
設定し、計画期間中の配食サービスの見込み量に反映させることが可能となる。

①食事の用意ができない者の割合(二―ズ調査結果)

■1人暮らし 嘩 |■|や事|| 1配偶者‐以外|こ

=1人
暮らし

65 12_0 つ
０

ス対象者の所得要件などがある場合は、生

③配食サービス利用者数推計

①日用品の買物ができない者の割合(ニーズ調査結果)

■人1暮|らし 配傷者と
=人

暮らし配爆者以外と
=ス

轟 t

918 69 147

単位 :%

卜でその条件を加えてその割合を求める。

単位 :%

②家事援助サービスの対象となりうる高齢者 単位 1人

③家事援助サービス利用者数推計

②配食サービスの対象となりうる高齢者数    単位:人

■人暮らし 配偶者と,二人暮らし 1配偶電以 外と二1人暮ら1 一計

183 626 201 1,010

:人

苺 |1目| ■人暮らし 配偶1者と■人暮らし 配楓1彗以外を■人■ iDi 計

希望率 (想定) 500/0 10% 100/c

利用者数 92 63 20

(3)家事援助サービス

●今回の調査結果から、高齢者の世帯類型別に「日用品の買物」ができない高齢者の割合が把握
可能なため、世帯類型別の高齢者数にそれぞれの割合を乗 じることにより、買物代行などの家
事援助サービスの対象となる高齢者数が算出可能となる。

●これまでのサービスの利用実績などにより、それぞれの世帯類型別にサービス利用率を設定し

計画期間中の家事援助サービスの見込み量に反映させることができる。

■1人1暮|らし 1配偶者|と

'1人

暮らし露場者,飛二人事らヽ 計

う
乙 361 214 850

単

1項|1目 ■|^事|||■ 露儀者1凛人暮らt 配偶義以外と二1人暮らヽ 計

希望率 (想 定) 500/0 10% 10%
利用者数 138 36 21 195
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(4)緊 急通報サービス

●今回の調査結果か ら、高齢者の世帯類型別に緊急通報サー ビスの二―ズを推計すると、ひとり
暮 らしの高齢者は特にサー ビス提供の必要性が高いため全員を対象者 とし、一方二人暮 らし世
帯の高齢者は、日常生活の大部分に介助が必要な高齢者 (ADL得 点で40点 以下)をサー ビス
対象 と想定できる。

●それぞれにサー ビス利用希望率を設定 し、緊急通報サー ビスの見込み量に反映させることがで

きる。

①緊急通報サービスが必要な者の割合 (ニーズ調査結果)

■ 1人暮 らL 配儀者|と

=人
暮|ここ轟 1雌繁 疵

1000 13 20
人 暮 らし以 外 につ い て は ADL得 点 で40点 以 下 の 者 の

単位 :%

②緊急通報サービスの対象となりうる高齢者

③緊急通報サービス利用者数推計

①大部分介助(ADL40点 以下)の割合 (二―ズ調査結果)

=次
予1防| 要1支援 1事彰キ護

08 14 24_3

単位 :人

単位 :%

位 :%

電車、路線バス、タクシーのいずれもあげなかつた者の割合

単位 :人

②うち公共交通機関などで外出しない割合 (二一ズ調査結果)

=次
予防 要支1援 | 1要1介譲

838 586 88_7

③移送サービス対象者数

④移送サービス利用者数推計

―A暮らし 酋己偶1書と■人暮ら1 離捜著,,い二
=,|:豪

颯[ 計
一

2.798 70 30 2,898

項 |1目 ■1人1暮|らし 配偶者と■人暮らし 灘置煮以外と■人署らヽ 言十1:

希望率 (想定 ) 10% 50/o 20/o

利用者数 280 4 1 285

(5)移送サービス

●移送サー ビスについては、 日常生活で大部分介助が必要 な高齢者 で、

利用が困難 な高齢者がサー ビス利用の対象者 と して想定できる。

●具体 的には、認定状況別に ADL得 点が40点 以下の者の割合 を求め、

通機関 を利用 していない者の割合 を求め、サー ビスの対象者 とす る。

●それぞれの対象者数に、過去の実績等から想定されるァ定の利用希望率を設定し、サービス利
用者数に反映させることが可能となる。

自力では公共交通機関の

さらにその うちで公共交

欺 予IS方| 要支1機 1要介護1: 一静

41 7 495 543

人

1項■日 |ま1次1予1購F 要菫1鱗,

'妻

:欄 ||:11:三

希望率 (想定 ) 5% 10% 200/o

利用者数 2 l 99 102
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(6)紙 おむつ支給サービス

小便の失敗がよくあ

●今回の調査結果から、高齢者の認定状況別に紙おむつ支給サービスの二一ズを推計すると、小
便の失敗がよくある者をサービス対象者と想定し、二一ズ調査結果からそれぞれの認定状況別
に該当する者の割合を求め、サービス対象者数を算出できる。

●それぞれに過去の実績等から想定されるサービス利用希望率を設定し、全体のサービス利用者
数の一応の推計が可能となる。

=1次
1予1防 要1支援| 1要介1護

24 公
υ 240

②紙おむつ支給サービス対象者数

③紙おむつ支給サービス利用者数推計

①借家率(二―ズ調査結果) 単 位

※借家には借間を含む。

②高齢者賃貸住宅が必要な高齢者数堂侍:人

|■人暮らし■[餞攘1者と
=1結

轟 計

469 1        29611        765

単位 :%

単 位

単

|=次予防| 難 援 要1介1護 ■計

143 53 551 747

人

:噴■懐
=次

予防 要支援 棗か護 議

希望率 (想定 ) 10% 200/0 300/0

利用者数 14 165 190

○ 高齢者専用賃貸住宅

●今回の調査結果から、高齢者の世帯類型別の借家率がわかっているため、世帯類型別の高齢者
数にそれぞれの借家率を乗 じることにより、賃貸住宅が必要な高齢者数が算出できる。

●周辺地域を含むこれまでの供給・入居実績などにより、それぞれの世帯類型別に高齢者専用賃
貸住宅の利用率を設定 し、計画期間中の高齢者専用賃貸住宅の必要・供給量に反映させること
が可能。

■1人1暮|らし ‐配偶1書と■人暮らし 輯
=黙

ヽと|ギ ||

168 5_7 86

③必要高齢者専用賃貸住宅戸数

希望率 (想定 )
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(参考 :認矢□症等に関する地方自治体の取組事例)

O A市 では、高齢者 のニーズを的確 に把握 し、第 4期介護保険事 業計画で地域 密着 型サー ビス基盤整備 の充実や認知 症サ
ポーターの育成等を掲げ、認知症に関する下記のような取り組みを進めてい

地

域

密

着

型

サ
ー

ビ

ス
基

盤

ヘ

認

知

症

対

応

施

策

の
構

築

〇 認知症に対する個別アセスメントの実施
◇ 家 族 等 近 親 者 が い るケー ス

◇ 専 門 医 受 診 勧 奨 の 支 援

◇ 介 護 認 定 申請 か らケアマ ネジメン トの 導 入

○地域 包括支援センター の職 員 による
マネジメント

・介護 予防アクティビティ事 業
・閉じこもり予防事業
・介護 予防ヘルバー の導入

物忘れ

外来通院

支援

考資料 2

o三■ズ調 1査て健康寿命■100)

0被保険1者全1員‐|■ ||■■|■

畠鳳1基|:'表募お
=1轟

こ象碁ll_・31轟 |

そのノ その′

日常生活圏域 (地域)の課題の抽出する

介 護 保 険 サ ー ビ

ス担 当者

会 議 支 援

A市地域ケア会議によるモニタリングの継続実施

そのθ

易ィlf
療養型病床

(参考 :在宅医療の推進に関する地方自治体の取組事例 )

急性期 回復期 維持期

O B市 等では、第 4期 介護保険事業計画 における重 点施策として「保健・医療・福祉の連携強化」を位置付け、例えば、脳卒 中

の方への対応として、切れ 目なく医療 や介護が受けられるように、地域連携診療計画書 の作成と普及に取 り組んでいる。

保健施設
急 性 期 病 院

救命救急センター

脳 卒 中センター

リハヒ
゛
リテーション

各市 医師会 、各市包括

各市障害者センター

介護保 険事業所

各市行政
市 中病院

― Hl―

― ― ― ― ― … … … … … … … … … … … … … … … … … 」



(参考 :高齢者の1主まいの計画的な整備に関する地方自治体の取組事lpj)

O A市では、高齢者のニーズを的確に把握し、第4期介護保険事業計画で「高齢者の住宅支援」を掲げ、高齢者の住まいの整備
に関する下記のような取り組みを進めている。

《事業内容》

○ 本事業は、お元気な一般高齢者から介護度5迄の方への連続性、一貫性のある地域ケアを菅民協働で
取組み実践し、地域社会への貢献を目指すもの。

○ また、「長寿」ではなく「元気で長生き」の実現のため、高齢者の生活習慣病予防に加えて、自立した生活
を妨げる要因に着 目した生活機能低下の予防、または生活機能向上に取り組み、介護予防を推進する。

○ さらに、自助・互助 "共助・公助の役害J分担を明確に1´ 、高齢者に対する支援を地域で支える地域包括ケ
アを実現するとともに、24時 間対応の在宅療養支援診療所と訪問看護事業所を併設することで、高齢者の
緊急時はもとより様々な医療ニーズに対応できる体制を整備する。

①医療連携として、調剤薬局における在宅輸液療法・訪間看護・在宅療養支援診療所等の連携構築を図
り中重度者対応を行う。

②介護療養型医療施設利用者の受け皿を「住宅」として整備する。

③A市の家賃助成制度 (市の単独事業)に基づき、適合高齢者専用賃貸住宅を核としたA市高齢者支援
住宅を整備し、低所得者の住まいの確保を行う。

④住宅室内では解消できない支援を LSA(ライフサポートアドバイザー)及び建物内サポーターが担う。
(買い物・趣味娯楽・お墓参り等外出を伴う付添支援 )

⑤緊急通報システムによる見守り支援をオプションで軽度者に整備する。(市の助成金事業)

(参考 :生活支援サービスに関する地応自治体の取組事 lp」 )

C区では、要介護者・要支援者・要介護認定非該当者に対して、配食サービス・塞事援助サービ丞』」Eリ サービス(介護保険外
立
=土

墜立盈受量られる体制が整備されている。

一

暮
昼

食

①学校給食 :区 内の小学校で調理した、あたたかい学校給食をボラ
ンティアが届ける(火・木曜日)。

→ 墨蟻蠍貪建 :ヽ 食1■1,豊全3,量

Tζここ釜賓鍵:遂理 露
自宅で調理し/_3事を届ける。

③在宅サービスセンター:センターで調理した食事を届ける。
→ や:滝 ,■撻→食ttt,き o今準戦

夕

食
地域の商店から、弁当を届ける(火・木曜日)

→ 苺1ヽ苦策燿11食 itつ きへぢ縄

1静1用 |

対象者
要な高齢者    難

実績 422メ、

行政1負担 18,570,757円 (①、②は一般財源、③は介護保険の地域支援事業)

一一
介護予防の視点から、ホームヘルパーを
派遣し、家事援助 (掃除・洗濯・調理・買い
物)を行う。【週1回 又は週2回程度】

1利 1用 1対象1者
|

おおむね65歳 以上のひとり暮らし高齢者又

は高齢者のみの世帯で、日常生活を営むの
に支障がある方 (要介護認定非該当者が利
用対象者となり得る)

不1用者負担
週1回程度 :月 1′ 290円
≧ 量橿菫 :月 2,500R

曳壼
‐

124メ、

実施1主体 C区

行政負担 21,284′ 820円 (一般財源 )

3に こにこ訪間 (撃L酸菌飲料の配達)～見守リサービス

内 容
安否確認と孤独感解消のため、毎日手し酸菌飲料を配達
する(日 曜・休日を除く)

利用

対象者

70歳 以上の―人暮らしの者で、他に安否確認のサービス

皇理コヤ邊
利用者負担 な し

実 績 2,444^

実施主体 社 会福祉協議 会

行政負担 2′ 041′ 4フ 2円 (C区 からの補助金 )

内 容
GPS端末機を利用して徘徊高齢者の居場所を探し出すシス
テムの費用の一部を助成する。

利用

対象者

区内に在住するおおむね65歳 以上の徘徊高齢者と介護する

家族                    [拠
でも可 )

利用者負担 量i性螢 翼ゝ菫菫お壼童晏姦望

実 績 15人 (うち、要介護者 15人 )

行政負担 44′ 100円 (一般財源。初期費用のみ )
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